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１．背景
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 大手企業のベンチャーキャピタル（VC）のスタートアップ投資も、金額・件数
ともに半数程度が東京都に集中しており、地域中小企業とは連携できていない
のが実情。

【エリア別ＶＣのスタートアップ投資比較】
（参考）第3回 スマートかつ強靱な地域経済社会の実現に向けた研究会資料





３．実施方法（１）全体概要
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 限られた期間内で効果的に調査を行うため、JR西日本が令和２年度から取り組
む「てみてプロジェクト」の枠組みを活用。

 大企業と地域中小企業の効果的な協業を実証する場として、①オンラインマル
シェ、②オンライン商談会、③商談会（対面）を新たに設定し、共同で販路開
拓等に取り組むことを通じて、協業における課題や必要となる機能を検証し、
取りまとめる。

「てみてプロジェクト」とは
 JR西日本広島支社では、広島・山口において「特色ある地域産品等が継続的な
販路拡大につながっていない」という地域中小企業の課題を踏まえ、地域中小
企業の商品・スキルを活かし、ターゲット市場のニーズに合った商品へのリデ
ザインを通して販路の拡大を目指す「てみてプロジェクト」を主催。

 ＪＲ西日本や専門家が伴走型で商品開発・販路拡大支援を行うことにより、地
域中小企業の課題の解消を図り、地域の活性化につなげることを目指している。

【参考】「てみて」とは？
「ｔｅｍｉｔｅ（てみて）」は、「～してみて」から生まれた言葉。「行ってみて」、「食べてみて」、「買ってみて」など、地域の魅力
ある衣食住やヒト・コト・モノとのふれあいや体験を提案するものとして、JR西日本広島支社が設定した地域共生のキャッチフレー
ズ。JR西日本から地域の方々に向けて鉄道事業を基盤とした地域共生を提案する姿勢を、ロゴマークとキャッチフレーズで表現し
ている。

※詳細は13ページ参照







４．実施内容（１）大企業と地域中小企業との協業の実証
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JR西日本グループ
 JR西日本は、鉄道の広域ネットワークや安全で高品質な輸送サービス、グルー
プが持つさまざまなコンテンツを活かした広域的な観光資源づくり、地域ビジ
ネスの創造・育成などを通じて、交流人口を拡大し、定住を促進することによ
る西日本エリアの活性化を目指している。

 他方、JR西日本グループには物販やホテル事業、EC事業等を担うグループ会
社があるが、地域事業者と各グループ会社との接点が限定的となっているため、
各グループ会社のバイヤーが各地の地域事業者の商品や技術、ストーリーまで
をしっかりと把握することができず、商品の取り扱いの拡大ができていないの
が実情である。

主なJR西日本グループ会社
・ジェイアール西日本伊勢丹 ・ジェイアール西日本デイリーサービスネット
・ジェイアール西日本フードサービスネット ・ジェイアールサービスネット広島
・ジェイアールサービスネット広島 山口支店 ・ジェイアールサービス西日本ファッショングッズ
・ジェイアール西日本商事 ・ＪＲ西日本ＳＣ開発 ・中国ＳＣ開発
・京都駅観光デパート ・ジェイアール西日本ホテル開発 ・京都ステーションセンター
・ホテルグランヴィア広島 ・ホテルグランヴィア大阪 ・ホテルグランヴィア京都

※詳細は９、10ページ参照

①大企業の選定





４．実施内容（１）大企業と地域中小企業との協業の実証
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【参考】ＪＲ西日本グループの事業領域

鉄道ネットワークを基軸とし、様々な事業に取り組んでいます。
今後も新たな市場への進出や新たな事業領域への展開に取り組みます。





４．実施内容（１）大企業と地域中小企業との協業の実証
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ＪＲ西日本グループの広島・山口エリアにおける地域共生の取り組み事例
●事例① せとうちパレットプロジェクト
広域周遊ルートの構成と地域の産業や文化を活かしたコンテンツ整備により、

瀬戸内を国内外から多くのお客様が繰り返し訪れる一大周遊エリアにすることを
目指すプロジェクト「せとうちパレットプロジェクト」を展開し、地域の観光資
源、産品の発掘、整備、発信に地域と共同で取り組んでいる。
●事例② 地域事業者商品の発信、お土産品としての商品取り扱い
都市圏でマルシェを開催し地域事業者商品を発信する機会を設けたり、ＪＲ西

日本グループが運営する駅売店でのお土産品としての取り扱いを実施。
商業施設「ekie広島」内では地域産品を専門的に販売する売り場（「しま商

店」）を設け、地域中小企業の商品開発支援や販路拡大支援を行っている。

地域の魅力 技術・伝統・産品 訪れたい地域へ発信
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地域中小企業は「てみてプロジェクト」に参画している広島・山口の地域中小企
業１０社を選定。

 「てみてプロジェクト」における地域中小企業の選定のポイント
 現状で販路開拓などに課題を抱えており、単独では課題解決が難しい
 新たなことに取り組む意欲がある
 事業者や商品に「ストーリー」がある
 自社だけでなく、地域の活性化に貢献したい想いがある
 購入者が「商品」・「ヒト」に魅力を感じ、誘客に繋がる可能性がある

②地域中小企業の選定

【地域中小企業の支援体制】
 「てみてプロジェクト」に参画している広島・山口のプロジェクトアドバイ
ザー１０名が各地域中小企業の新商品開発、ブランディング、販路開拓等を伴
走支援。（※本調査事業対象外で実施）

 加えて、各地域中小企業にはJR西日本の担当者が伴走支援。

※詳細は８ページ参照

４．実施内容（１）大企業と地域中小企業との協業の実証
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【株式会社西洋菓子処バイエルン】
（広島県広島市）

【（株）中元本店】（広島県呉市） 【株式会社 島ごころ】（広島県尾道市）

洋菓子製造、キッチンカーによる
カフェ運営、工芸菓子の製作

ラムネ・お漬物・佃煮・ちりめん
・酒粕など食料品製造業

洋菓子、香料、果汁、飲料など、
その他レモンを原料とした商品

【株式会社広島北ビール】（広島県広島市）

クラフトビール醸造 木製品製造加工

【株式会社 天王】（広島県広島市）

●選定した地域中小企業
４．実施内容（１）大企業と地域中小企業との協業の実証
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【株式会社 サード】（広島県福山市） 【株式会社がんね栗の里】（山口県岩国市）

革製品の製造

【やまぐちシードル】（山口県山口市）

【Yorozufarm】（山口県山口市）

徳地りんごを使用したシードルの製造

自家栽培野菜、加工品の製造

がんね栗を使用した菓子等食品の製造

【ジェラテリアクラキチ】（山口県周南市）

自家製ジェラート、カタラーナ、プリンの製造

●選定した地域中小企業
４．実施内容（１）大企業と地域中小企業との協業の実証
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●大企業「ＪＲ西日本」と地域中小企業との協業の提案

大企業「ＪＲ西日本」と地域中小企業との協業として、
ＪＲ西日本グループの「各種事業領域」「販路」「つながり」「広報力」を活用
し、地域中小企業に商談機会を設定する。
①昨今の急速なオンライン化を捉え、「オンライン」を活用した機会であること
②販路拡大に適したＢtoＢの商談を行える機会であること
上記、ポイントを踏まえ、以下の３回の機会を設定する。
【機会①】オンライン商談会
ＪＲ西日本グループと関係のあるバイヤーを招聘し、オンラインで商談会を設定。オン

ライン商談会はコロナ禍を経て商談会の主流展開方式となる可能性が高く、当回の経験を
今後の自社展開に活かすこともできる。
【機会②】オンラインマルシェ（てみて市場＠online）
オンライン商談会と同じく、コロナ禍においてはＢtoＣの催事もオンラインで開催され

ることが増えた。ＥＣ展開も考慮し、オンライン上での一般客との接触機会も設定する。
【機会③】商談会（＠てみて市場in京都）
ＪＲ西日本グループと関係のあるバイヤーを招聘し、従来通りの対面の商談会も設定す

ることで、より販路拡大につながりやすい環境も設ける。

４．実施内容（１）大企業と地域中小企業との協業の実証
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C) フォローアップのためのRemoシステム開放
2月16日（火）16:00～20:00、2月18日（木）16:00～20:00
※オンライン商談会、オンラインマルシェはRemoシステムを使用して実施

 地域中小企業等がオンラインカンファレンスツールRemo内に出入りし、本番
でプレゼンテーションを行うためのテストを自主的に実施できるよう、システ
ム利用可能日を設定。TCI研究所の担当者も同席し、各社の音響やカメラの切
替え、画面共有等に問題がないかどうかのモニターを行った。

D) オンライン商談会等のための地域中小企業の紹介WEBページ等作成
 オンラインではあらかじめ事業者や商品についての概要を認識するツールがあ
ることで、興味や購買意欲を向上させられる。そのためにＷＥＢ広報ツールの
整備を実施。

 地域中小企業の現場撮影、取材を行った上で、紹介WEBページを作成。
 オンライン商談会参加バイヤーにあらかじめ同内容で導入案内を実施。
 オンラインマルシェに向けてFacebookターゲット広告を展開。実施結果は一
般的なターゲット広告のクリック率（1%程度）よりも高いものであった。
• リーチ（広告への接触数）：221,059
• インプレッション（広告が表示された数）：294,221
• クリック：10,972、クリック率：3.73%
• いいね等：902、投稿保存：148、投稿のシェア：7

４．実施内容（１）大企業と地域中小企業との協業の実証
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【地域中小企業の紹介WEBページ】（一部抜粋） ２月20日公開開始

４．実施内容（１）大企業と地域中小企業との協業の実証
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【 Facebookターゲット広告用クリエイティブ】２月20日～３月１日広告実施

４．実施内容（１）大企業と地域中小企業との協業の実証
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４．実施内容（１）大企業と地域中小企業との協業の実証
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オンライン展開に向けた研修等の実施
☞協業のポイント
 事業者の想い、商品に込められたストーリーを感じて頂き、事業者や商品の
ファンとなって頂けるよう、実際の工房や施設等から配信するなど、自社の
背景や強みを、オンラインだからこそできる訴求方法で発信できるよう、専
門家による事前研修を実施。

 オンラインでの展開に備え、オンライン参加者が接触しやすい「ＷＥＢペー
ジ」を作成し、広報を展開。事業者の想いをしっかりと伝えられるよう、専
門家による聞き取りや現地取材を実施し、作成。

 オンラインでの展開初心者が多いことから、不安解消に向けた練習の場も多
く設定し、ＪＲ担当者による不安解消サポートも実施。

＜JR西日本の担当の感想＞
 オンラインマルシェや商談会の経験が無い事業者が多く、戸惑いがあった。
また、経験事業者もこれまで良い成果に結びついておらず、当初消極的で
あった。しかし、専門家による研修を経て、具体的に準備を進めるにつれ、
モチベーションが上がっていった。正しい知識を得る機会を設ける重要性を
感じた。

４．実施内容（１）大企業と地域中小企業との協業の実証
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 オンライン商談会実施後、地域中小企業とバイヤーに対してアンケートを実施。
地域中小企業からは、オンライン商談の有効性への気づきや、価格、生産体制、
資料準備等の課題に関する意見があった。

 商談件数：５３件
 商談のうち、取引につながりそうな件数：２７件
 商談見込額：２３０万円（把握可能なものに限る）

商談結果

地域中小企業の主な意見

 商品のストーリー、商品がもたらす効果、利用シーンを伝えることを意識した。
 短時間で話をまとめることやロールプレイングはとても役だった。
 商品の価格見直し、生産体制の見直しが必要。
 商品の価値を下げない（価格を下げない）商談が必要。
 具体的な商談に対応できるような準備とその資料づくりが必要。

●実施後のアンケート調査

４．実施内容（１）大企業と地域中小企業との協業の実証
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 バイヤーからは、具体的な話を進めたいという話があった一方で、オンライン
での商談の準備として商品リスト等の準備が必要との意見があった。

 また、地域中小企業との積極的な接点はあまりなく、展示会や紹介が中心とい
う意見だった。

 想定されていた以外のシーンでも提案できる可能性を感じた。
 香港のスーパーと国内メーカーに提案中。
 提案資料がWEBのみであったため、スーパーなどに提案できない。納期、
ロット、賞味期限などがまとまっている商品リストが必要。

 展示会で話をしているような臨場感があった。
 直接赴かずに会えるのはオンラインならではと思った。
 時間が短かった。時間制限が気になった。
 価格表・商品リストの準備、海外発送などの準備体制がない、掛け率が高
い等のため、良い商品で終わってしまう。

 地域中小企業との接点はあまりない。

バイヤーの主な意見

４．実施内容（１）大企業と地域中小企業との協業の実証
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オンライン商談会の実施
☞協業のポイント
 オンライン商談に慣れていない地域中小企業に対して、JR西日本の担当が商
談前後にフォローを行い、商談相手のニーズや詳細の提供、プレゼンへのア
ドバイスを実施。

 また、JR西日本の担当が商談結果をフィードバックし、フォローアップ。
 商談終了後に、事業者同士で情報共有できる時間を設け、経験の共有を図っ
た。

＜JR西日本の担当の感想＞
 オンライン商談会当日は、緊張している事業者のフォローや、商談後の振り
返りに付き合うことで、当日軌道修正を行うことや、良かった点を次の商談
にも活かすことができた。

 また、商談終了後に、事業者同士でその日の成果を振り返る時間を設けたこ
とで、それぞれの経験の共有を図ることができた。

 当日のフォローや、中小事業者同士での交流機会を設けることも、大切であ
ると感じた。

４．実施内容（１）大企業と地域中小企業との協業の実証
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 オンラインカンファレンスツールRemoを活用し、BtoCのオンライン展開の場
として『てみて市場＠online』（オンラインマルシェ）を開催。

 オンラインという難しさはあったが、33名の来場があった。

オンラインマルシェの様子

⑤オンラインマルシェの実施 日時：3月1日（木）17:00～20:00

４．実施内容（１）大企業と地域中小企業との協業の実証
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 地域中小企業のSNSのフォロワー増等の効果があった。
 事業者・参加者両方から、システムのハードルの高さに関する意見があった。
 来場者からは、オンラインシステムの操作に関する課題が聞かれたものの、今
回のイベントを通じて広島・山口に行ってみたいと感じた方が多かった。

地域中小企業の主な意見
 SNSのフォロワーが1０ぐらい増えた。
 オンラインはブランドムービーや現場、シーンの演出、その他資料をその場で
見せられることが利点だった。

 来場者のオンラインシステムの不慣れさが課題。
 オンラインマルシェという難易度が高い試みを開催してくれたことがありがた
い。これから確実に開催頻度や集客が増えてくるツール。

 オンラインはファンづくり、リアルは即売と目的が異なるので、双方から働き
かけが出来ると良い。

来場者の主な意見
 離れた場所で話ができて、商談ができるようになるのは魅力的。しかし、商品
自体を説明して魅力をアピールする工夫が必要。

 オンラインシステムの操作、使い勝手が難しかった。

●実施後のアンケート調査

４．実施内容（１）大企業と地域中小企業との協業の実証
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オンラインマルシェの実施
☞協業のポイント
 JR西日本の担当が、ＪＲ西日本グループ全体に広く声がけをし、オンライ
ンマルシェを周知。参加を促した。

 また、適宜会場をまわり、地域中小企業のプレゼンテーションをサポート。

＜JR西日本の担当の感想＞
 FBターゲット広告の反応も良く、広く声掛けをしていたが、当日の集客は
予想を大きく下回った。集客が伸びなかった原因の一つとして、中途半端な
時間帯での開催であった事が考えられる。業務として参加できる昼間か、帰
宅後の夜遅い時間の方が参加しやすかった可能性がある。

 「Remoシステムの操作が難しく、うまく参加ができなかった。」との声を
多数頂き、システム操作ができず、参加を断念した方が一定数いたと思われ
る。

 参加人数は少なかったものの、参加者の購買率が高かったことから、現地の
雰囲気やストーリーをうまく伝える工夫ができれば、全国にファンを生む良
いツールであると感じた。

 まだ定着していないオンラインマルシェの集客をどのように図るのかが課題。

４．実施内容（１）大企業と地域中小企業との協業の実証
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商談会の実施
☞協業のポイント
 ＪＲ西日本グループのバイヤーに対しては、地域中小企業との接点創出機会
の重要性をあらかじめ周知し、来場を慫慂した。

 JR西日本の担当がバイヤーを案内し、事前にポイントを紹介するなど、一般
客対応も同時に行う事業者をサポートした。

 マルシェ会場に商談ブースを設置し、スピーディな進展が図れるよう支援。
 バイヤーからの意見を地域中小企業にフィードバックした。

＜JR西日本の担当の感想＞
 来場バイヤーの反応が想像以上に良かった。特にグループ会社バイヤーは、
各事業者と積極的にコミュニケーションを取り、商品を購入していた。

 京阪神において、これまでもマルシェを行ってきたが、商談の機会を設ける
ことはなく、新たな取引きに繋がることは少なかった。商談の機会を設定す
ることで、取引きに繋がる可能性を大きく高めることができると感じた。

 しかし、今回参加した10の事業者のように、ストーリーのある魅力的な商品
と事業者であることが前提であり、事前に各事業者の強みを引き出すことの
重要性も認識した。

４．実施内容（１）大企業と地域中小企業との協業の実証



４．実施内容（２）協業における課題や必要となる機能の検証
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①協業における課題
 本事業を実施する中で見出した主な課題は次のとおり。

1. 地域中小企業が自らの事業全体を客観的に見つめ直し、事業
展開方針を検討する機会の少なさ

2. 大企業が地域中小企業の事業内容やこだわり・思いを理解し
た上で、地域中小企業の成長をも共同目標として動いていく
ことの難しさ

3. 大企業が協業を継続させていくための仕組みとビジネス化の
難しさ
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課題１
地域中小企業が自らの事業全体を客観的に見つめ直し、事業展開方針を検討す
る機会の少なさ

 本事業では、JR西日本の担当やプロジェクトアドバイザーが地域中小企業の経
営者の思いを聞き、ともに課題と解決方法を考えるというプロセスによって、
経営者が自らの事業を見つめ直す機会となった。

 地域中小企業の経営者が「尊敬できる」専門家から、あらゆる方向性のアドバ
イスを受けることができ、自身の考えを広げ、深めることができていた。

 地域には支援機関や経営者同士のネットワークがあるものの、指導、助言とい
う関係性が多く、地域中小企業の経営者が自らの事業全体を見つめ直すために
対話し、自ら考えを深めていく相手や場が少ないと考えられる。

４．実施内容（２）協業における課題や必要となる機能の検証
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課題２
大企業が地域中小企業の事業内容やこだわり・思いを理解した上で、地域中小
企業の成長をも共同目標として動いていくことの難しさ

 てみてプロジェクトでは、ターゲット市場のニーズを理解し、自分のリソー
スをリデザインする「マーケットインの商品開発」を目指して取り組んだが、
新商品への転換のリスクが大きい地域中小企業単独では継続的な商品開発の
ハードルが高いことを再認識した。

 可能な限りのマーケットイン思考を踏まえつつ、自社の強みを見つめ直した
商品展開を検討し、マーケットの意見をくみ取って再考を重ねるというプロ
セスを繰り返すことで、マーケットイン思考の「売れる」商品に近づく。

 てみてプロジェクトでは、サポート側が自らの思惑を押し付けることなく、
地域中小企業が実現したいこと、考えを最大限に尊重し進むことができたた
め、マーケットインの発想に自社のリソースをあらゆる角度から掛け合わせ
る商品開発ができた。

 魅力的な地域中小企業が目指す「売れる商品」を作ることが、JR西日本の目
指す、魅力的な「ヒト」「モノ」という資源をきっかけに地域への誘客に繋
がり、自社グループとの相乗効果が期待できることが大きい。

４．実施内容（２）協業における課題や必要となる機能の検証
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課題３
大企業が協業を継続させていくための仕組みとビジネス化の難しさ

 JR西日本では経営方針内で「地域共生企業」を宣言しており、地域共生を実現
する専門部署として、平成30年6月には広島支社に社内初の「地域共生室」を
設置した。そのため、組織的に地域中小企業との協業など新たな事業活動の探
索を行える下地ができており、担当までその意識が共有されていた。

 このため、本事業では地域共生室が窓口となり、JR西日本のネットワークやリ
ソースを活用し、全体の企画・運営を円滑に行うことができた。

 ＪＲ西日本としてもビジネスとして「地域支援」を継続実施していくためには、
自社鉄道利用（旅行）、グループ会社の売上や価値を高めるシナジーを生むこ
とができる連携を実現し、「地域共生」を事業として成立させていく必要があ
る。

 「地域共生」はＣＳＲとしても大企業において注目されているところではある
が、トップダウンで組織に位置づけられた場合は、本質や目的が理解できず、
大企業の意向や利益優先になることで、協業の難易度がさらに高くなる。

４．実施内容（２）協業における課題や必要となる機能の検証
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②協業に必要な機能
 課題を踏まえて、協業に必要な機能は次のとおり。

1. 地域中小企業の目標の達成が大企業の目標達成に繋がる関係
性のビジョン化

2. 大企業、地域中小企業双方の事業に通じた地域の担い手や外
部専門家の関与

3. 社外と社内事業とのコラボレーションを促進できる大企業内
の専門組織・人材

４．実施内容（２）協業における課題や必要となる機能の検証



44

機能１
地域中小企業の目標の達成が大企業の目標達成に繋がる関係性のビジョン化

 大企業と地域中小企業がチーム一体となってプロジェクトを進めていく上で
は、大企業、地域中小企業の双方の目的が一致している必要がある。

 地域中小企業の目標達成が、大企業の目標達成に繋がるのであれば、大企業
は中小企業の意思を最大限尊重し、対等な関係でコミュニケーションをとり、
必要と考えられる支援を行うことができる。

 大企業は、どのような地域中小企業のどのような課題解決が自社の目標達成
と繋がっているかを意識して、協業を設定する必要がある。

 取組みの関係性、目的がビジョン化でき、明確に共有できることによって、
同じ目的に向かって協力して進むことができる。

４．実施内容（２）協業における課題や必要となる機能の検証
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機能２
大企業、地域中小企業双方の事業に通じた地域の担い手や外部専門家の関与

 人材の流動性が海外に比べて低い日本では、大企業と地域中小企業の双方の事
業に通じている人間が両者ともに存在することが少ない。

 そのため、大企業と地域中小企業のみが協業しようとする場合、地域中小企業
側にリスクやコストが偏る傾向にある。

 大企業においても、嗜好の多様化や製品ライフサイクルの短期化などによって、
どのようなものが売れるか等を明確に把握できていない事情もある。

 本事業ではプロジェクトアドバイザーや専門家チームが大企業、マーケット、
地域中小企業の事業の翻訳者となり円滑に事業を行うことができた。

 このような翻訳機能を担う地域人材や地域商社、地域プロデューサーのような
地域の担い手がビジネスとして自立できるように育成していく必要がある。

 地域の担い手のみに翻訳機能を求めるのは難易度が高いため、外部専門家も加
えて、地域中小企業の翻訳者と大企業の翻訳者というチームを構成して対応し
ていくことが効果的。

 この翻訳機能を担うチームの活動が主体となって、大企業と地域中小企業双方
の協業の機会が増えていく可能性も考えられる。

４．実施内容（２）協業における課題や必要となる機能の検証
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 本事業の場合はJR西日本広島支社内の「地域共生室」が機能を担っていたが、
大企業の内部に社外との窓口となる組織や人材が不在であれば、地域中小企
業との協業は難しいと考えられる。

 社外との窓口になるだけではなく、社外とのプロジェクトを組織内にフィー
ドバックし、自社及び自社グループ会社と様々なシナジーを生むことで、連
携の領域を広げ、売上の拡大を図ることにより継続させ、事業の柱に育てて
いく機能が重要となる。

機能３
社外と社内事業とのコラボレーションを促進できる大企業内の専門組織・人材

４．実施内容（２）協業における課題や必要となる機能の検証





５．まとめ
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 具体的には、次の施策が考えられる。
① 大企業が自社の目標達成の観点から協業を判断できる環境整備

 大企業内の経営者層や管理職等に向けて地域中小企業の取組を周知す
る機会の設定

 大企業と外部専門家のマッチング機会の設定

② 地域の担い手や外部専門家の翻訳機能を育成
 地域の担い手となりうる候補者の発掘、自立化支援
 外部専門家と地域の担い手並びに地域の担い手と地域中小企業との
マッチング機会

③ 大企業の窓口組織・人材の育成
 大企業と地域中小企業間の人材交流、副業・兼業
 他の大企業の窓口組織・人材とのネットワーク形成


